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実績評価書

平成２１年８月

評価の対象となる施策目標 児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービスを提供
すること

１．政策体系上の位置付け等

基本目標 Ⅵ 男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることな
どを可能にする社会づくりを推進すること

施策目標 ２ 利用者のニーズに対応した多様な保育サービスなどの子育て支
援事業を提供し、子どもが健全に育成される社会を実現するこ
と

施策目標 ２－２ 児童の健全な育成及び資質の向上に必要なサービス
を提供すること

個別目標１ 放課後児童クラブの登録児童数を拡大すること
※重点評価課題１６（少子化社会対策に関連する子育て支援サービス）

（評価対象事務事業）
・放課後児童健全育成事業
・児童厚生施設等整備
・放課後子ども環境整備事業

個別目標２ 中・高校生等と乳幼児のふれあう機会を確保すること

（評価対象事務事業）
・児童ふれあい交流促進事業

施策の概要（目的・根拠法令等）
１目的等

次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上を目的として、以下のような必要
なサービスを提供する。

① 放課後等の子どもの安全で健やかな活動場所の確保
② 中・高校生と乳幼児のふれあう機会の確保

２根拠法令等
○児童手当法（昭和４６年法律第７３号）
○児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

主管部局・課室 厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課
関係部局・課室 －

２．現状分析（施策の必要性）
少子化や、核家族化の進行、就労形態の多様化及び家庭や地域の子育て機能の低下等

に伴う育児の負担感の増大、多様な人間関係を経験する機会の減少など、こどもや家庭
を取り巻く環境が変化している。このため、地域のニーズを踏まえた子どもの健全育成
及び資質の向上に必要なサービスを提供することが課題となっている。

（Ⅵ－２－２）
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３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 放課後児童クラブの提供割合（単 14.9 16.3 17.7 19.0 20.2

位：％） 【－】 【－】 【－】 【－】 【106%】

（対象児童の３２％に提供／平成
２２年度）かつ、（前年以上／平
成２０年度）

２ 児童ふれあい交流促進事業の実施 １９８ １８５ １８１ １７１ １６２
か所数（単位：か所） 【－】 【－】 【－】 【－】 【－】
（前年度比増加／平成２１年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、雇用均等・児童家庭局育成環境課調べ（各年５月１日現在）及び文部科学

省「学校基本調査」（各年５月１日現在）による。
・指標２は、雇用均等・児童家庭局育成環境課調べによる。

参考統計 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

１ 放課後児童クラブの登録児童数
（小学校１年～３年）（単位：人） ５３０，９６８ ５８５，０３７ ６３１，８７７ ６７４，９３２ ７１４，０７０

２ 学年別児童数（小学校１年～３年）
（単位：人） ３，５７３，８６５ ３，５９１，８４９ ３，５７２，５１９ ３，５５７，４０0 ３，５２７，２３４

３ 放課後児童クラブの設置か所数
（単位：か所） １４，４５７ １５，１８４ １５，８５７ １６，６８５ １７，５８３

・参考統計１・３は、雇用均等・児童家庭局育成環境課調べ（各年５月１日現在）によ
る。

・参考統計２は、文部科学省「学校基本調査」（各年５月１日現在）による。

施策目標の評価

【有効性の観点】
児童の健全育成及び資質の向上については、「子ども・子育て応援プラン」、「放課後

子どもプラン」、「新待機児童ゼロ作戦」等に基づき、関連施策の充実を図っていると
ころである。放課後児童クラブの提供割合（小学校１年～３年の放課後児童クラブの登
録児童数／小学校１年～３年の学年別児童数）を見ると、平成１６年の１４．９%から
平成２０年には２０．２%と５．３ポイント増加しており、放課後児童に対する適切な
遊び及び生活の場が適切に提供されており、有効であると評価できる。こうした傾向は、
昨年２月に「新待機児童ゼロ作戦」を策定し、その目標達成に必要なクラブ数の運営費
の確保や整備費単価の大幅な増など、必要な予算を計上していることなどから、今後も
着実に伸びていくものと考えられるが、当該提供割合を平成２２年度までに３２％にす
るという目標を達成するためには、引き続き、放課後児童クラブの登録児童数の増加等
に必要なソフト面及びハード面での支援措置が必要である。

また、児童ふれあい交流促進事業の実施か所数については市町村合併等のため若干の
減少傾向にあるが、中・高校生等と乳幼児のふれあう機会を持つことは、将来の子育て
の貴重な予備体験となり、また虐待予防にも資する効果があることから、有効であると
評価できる。
【効率性の観点】

当該事業の運営においては、地域の実情に応じ民間活力を活かした事業を展開してお
り、また、事業の実施場所についても既存施設を活用するなど、効率的に必要とされる
サービスの提供が行われているものと評価できる。
【総合的な評価】

上記のとおり、有効性や効率性を考慮しながら必要とされるサービスの提供が一定程
度行われているものと評価できるが、放課後児童クラブにおいては、量的拡充等が課題
となっており、引き続き、登録児童数の増加等に必要な、ソフト面及びハード面での支
援措置が必要である。

（Ⅵ－２－２）
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（Ⅵ－２－２）

４．個別目標に関する評価
個別目標１

放課後児童クラブの登録児童数を拡大すること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 放課後児童クラブの提供割合（単 14.9 16.3 17.7 19.0 20.2

位：％） 【－】 【－】 【－】 【－】 【106%】

（対象児童の３２％に提供／平成
２２年度）かつ、（前年以上／平
成２０年度）
※施策目標に係る指標１と同じ

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、雇用均等・児童家庭局育成環境課調べ（各年５月１日現在）及び文部科学

省「学校基本調査」（各年５月１日現在）による。

個別目標１に関する評価（個別目標を達成するための事務事業
（評価対象事務事業）」の評価、特に「今後の課題」を踏まえ
主に有効性及び効率性の観点から）

放課後児童クラブについては、平成１６年からの４年間で、設置か所数が約３千か所
の増加、登録児童数が約１８万人の増加、対象児童に対する提供割合が５．３%の増加
が図られており、各地域ごとに住民のニーズに応じた対応が有効に図られてきたと評価
できる。また、実施場所については、学校の余裕教室、児童館、学校敷地内の専用施設
などの地域の社会資源を有効に活用して実施している地域が多く、また、事業の運営主
体についても半数以上が民間であり、民間の活力を活かして実施している効率的な事業
であると評価できる。

また、保護者のニーズ把握、供給量・内容がニーズに的確に対応しているかなど、平
成１９年度重要対象分野で指摘のあった課題については、各市町村において今年度中に
次世代育成支援対策推進法に基づく後期行動計画を策定することとなっており、当該行
動計画の策定に際しては、女性の就業率の高まり等による潜在需要を把握するニーズ調
査を実施することとしている。

参考統計 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 放課後児童クラブの登録児童数

（小学校１年～３年）（単位：人） ５３０，９６８ ５８５，０３７ ６３１，８７７ ６７４，９３２ ７１４，０７０

２ 学年別児童数（小学校１年～３年）
（単位：人） ３，５７３，８６５ ３，５９１，８４９ ３，５７２，５１９ ３，５５７，４００ ３，５２７，２３４

３ 放課後児童クラブの設置か所数 １４，４５７ １５，１８４ １５，８５７ １６，６８５ １７，５８３

（単位：か所）
（調査名・資料出所、備考）
・参考統計１・３は、雇用均等・児童家庭局育成環境課調べ（各年５月１日現在）によ

る。
・参考統計２は、文部科学省「学校基本調査」（各年５月１日現在）による。

個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価
事務事業名 放課後児童健全育成事業

平成２０年度 １６，３３１百万円（補助割合：[国１／３][都道府県１／３][市区
予算額等 町村１／３]）

一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
平成２０年度

決算額 － 百万円 ☆他事業と一体で予算執行
本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

実 施 主 体 都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
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（Ⅵ－２－２）

その他（NPO 法人、保護者会等）
事業の概要・必要性（事業の目的、対象、事業内容、事業の必要性等）
児童福祉法第６条の２第２項の規定に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいな

い小学校に就学しているおおむね１０歳未満の児童に対し、授業の終了後に児童厚生施
設等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るものである。
政府決定・重要施策との関連性

平成２０年２月に策定した「新待機児童ゼロ作戦」において、対象児童に対する放課
後児童クラブ（小学１年～３年）の提供割合を１９%から６０%とすることを１０年後
（平成２９年度）の目標としている。
事業(予算)実績等 H１６ H1７ H1８ H1９ H２０

予算推移（補正後） （８，７００） （９，５１１） （１１，１９１） （１４，０３６） （１６，３３１）

（百万円） ８，７００ ９，５１１ １１，１９１ １４，０３６ １６，３３１

予算上事業数等 １２，４００ １３，２００ １４，１００ １９，１００ １９，１００

・運営費交付クラブ数 － － － － －

（か所）

事業実績数等 １２，１８８ １２，４６０ １３，１７１ １４，２４１ １５，３８８

・運営費交付クラブ数 － － － － －

（か所）

実施状況の評価と今後の課題（改善点については期限を示す。）
放課後児童クラブについては、平成１６年からの４年間で、設置か所数が約３千か所

の増加、登録児童数が約１８万人の増加、対象児童に対する提供割合が５．３%の増加
が図られており、各地域ごとに住民のニーズに応じた対応が有効に図られてきたと評価
できる。また、実施場所については、学校の余裕教室、児童館、学校敷地内の専用施設
などの地域の社会資源を有効に活用して実施している地域が多く、また、事業の運営主
体についても半数以上が民間であり、民間の活力を活かして実施している効率的な事業
であると評価できる。なお、当該提供割合を平成２２年度までに３２％にするという目
標を達成するためには、引き続き、放課後児童クラブの登録児童数の増加等に必要なソ
フト面及びハード面での支援措置が必要である。

事務事業名 児童厚生施設等整備

平成２０年度 １，２４９百万円（補助割合：[国１／３][都道府県１／３][市区町
予算額等 村１／３]）一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

平成２０年度
決算額 １，０７９百万円

本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所
実 施 主 体 都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人

その他（ ）
事業の概要・必要性（事業の目的、対象、事業内容、事業の必要性等）
学校の敷地内等に放課後児童クラブ室を新たに設置する際の創設費を補助することに

より、放課後児童クラブの登録児童数の拡大に資するものである。

政府決定・重要施策との関連性
平成２０年２月に策定した「新待機児童ゼロ作戦」において、対象児童に対する放課

後児童クラブ（小学１年～３年）の提供割合を１９%から６０%とすることを１０年後
（平成２９年度）の目標としている。
事業(予算)実績等 H１６ H1７ H1８ H1９ H２０

予算推移（補正後）
（百万円） － ６９８ ６７２ ６９９ １，２４９

予算上事業数等
・創設費交付クラブ － １５５ １５５ １６５ ３００
数（単位：か所）

事業実績数等
・創設費交付クラブ － １１３ １３４ ２３０ ２９２
数（単位：か所）
実施状況の評価と今後の課題（改善点については期限を示す。）

放課後児童クラブについては、平成１６年からの４年間で、設置か所数が約３千か所
の増加、登録児童数が約１８万人の増加、対象児童に対する提供割合が５．３%の増加
が図られており、各地域ごとに住民のニーズに応じた対応が有効に図られてきたと評価
できる。また、実施場所については、学校の余裕教室、児童館、学校敷地内の専用施設
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（Ⅵ－２－２）

などの地域の社会資源を有効に活用して実施している地域が多く、また、事業の運営主
体についても半数以上が民間であり、民間の活力を活かして実施している効率的な事業
であると評価できる。なお、当該提供割合を平成２２年度までに３２％にするという目
標を達成するためには、引き続き、放課後児童クラブの登録児童数の増加等に必要なソ
フト面及びハード面での支援措置が必要である。

事務事業名 放課後子ども環境整備事業

平成２０年度 １，１１５百万円（補助割合：[国１／３][都道府県１／３][市区町
予算額等 村１／３]）

一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
平成２０年度

決算額 －百万円 ☆他事業と一体で予算執行
本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

実 施 主 体 都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（NPO 法人、保護者会等）

事業の概要・必要性（事業の目的、対象、事業内容、事業の必要性等）
学校の余裕教室等を改修して、放課後児童クラブ室を設置する際の改修費等を補助す

ることにより、放課後児童クラブの登録児童数の拡大に資するものである。

政府決定・重要施策との関連性
平成２０年２月に策定した「新待機児童ゼロ作戦」において、対象児童に対する放課

後児童クラブ（小学１年～３年）の提供割合を１９%から６０%とすることを１０年後
（平成２９年度）の目標としている。

事業(予算)実績等 H１６ H1７ H1８ H1９ H２０
予算推移（補正後）

（百万円） － １５２ １５２ １，１１５ １，１１５

予算上事業数等
・改修費交付クラブ施 － １２０ １２０ ８５ ８５

設数（か所）

事業実績数等
・改修費交付クラブ施 － １０１ １７１ １９８ ２２８

設数（か所）

実施状況の評価と今後の課題（改善点については期限を示す。）
放課後児童クラブについては、平成１６年からの４年間で、設置か所数が約３千か所

の増加、登録児童数が約１８万人の増加、対象児童に対する提供割合が５．３%の増加
が図られており、各地域ごとに住民のニーズに応じた対応が有効に図られてきたと評価
できる。また、実施場所については、学校の余裕教室、児童館、学校敷地内の専用施設
などの地域の社会資源を有効に活用して実施している地域が多く、また、事業の運営主
体についても半数以上が民間であり、民間の活力を活かして実施している効率的な事業
であると評価できる。なお、当該提供割合を平成２２年度までに３２％にするという目
標を達成するためには、引き続き、放課後児童クラブの登録児童数の増加等に必要なソ
フト面及びハード面での支援措置が必要である。

個別目標２

中・高校生等と乳幼児のふれあう機会を確保すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 児童ふれあい交流促進事業実施か １９８ １８５ １８１ １７１ １６２

所数（単位：か所） 【－】 【－】 【－】 【－】 【－】
（前年度比増加／平成２１年度）
※施策目標に係る指標２と同じ

（調査名・資料出所、備考）
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・指標１は、雇用均等・児童家庭局育成環境課調べによる。

個別目標２に関する評価（個別目標を達成するための事務事業
（評価対象事務事業）」の評価、特に「今後の課題」を踏まえ
主に有効性及び効率性の観点から）

児童ふれあい交流促進事業は市町村合併等により若干の減少傾向にあるが、中・高校
生等と乳幼児がふれあう機会を持つことは、中・高校生等の健全育成を図るとともに、
将来の子育ての貴重な予備体験となり、また、育児不安を原因とする虐待の予防にも資
する効果があり、有効であると評価できる。また、本事業は、地域で子育て支援活動を
展開するＮＰＯ法人等に事業を委託することで、地域の実情に応じたきめ細かいサービ
スを提供しており、効率的であると評価できる。

個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価
事務事業名 児童ふれあい交流促進事業

平成２０年度 １６０百万円（補助割合：[国１／３][都道府県１／３][市区町村１
／３]）

予算額等 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）
平成２０年度

決算額 －百万円 ☆他事業と一体で予算執行
本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室）、検疫所

実 施 主 体 都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（ ）

事業の概要・必要性（事業の目的、対象、事業内容、事業の必要性等）
小学校高学年、中学生及び高校生が乳幼児と交流する機会を持つことにより、中・高

校生等の健全育成を図るとともに、将来の子育ての貴重な予備体験となることで、育児
不安を原因とする虐待の予防を目的とする。また、こうした事業を通じて、地域の中・
高校生等と子育て中の親子、学校・児童館など地域のつながりの構築も目指す。
政府決定・重要施策との関連性

「子ども・子育て応援プラン」（平成16年12月24日少子化社会対策会議決定）にお
いて、「すべての保育所、児童館、保健センターにおいて受入を推進」することとされ
ている。
事業(予算)実績等 H１６ H1７ H1８ H1９ H２０

予算推移（補正後）
（百万円） ２８０ ２８０ ２８０ １６０ １６０

予算上事業数等
・事業実施市町村数 ７００ ７００ ７００ ４００ ４００

（単位：か所）
事業実績数等

・事業実施市町村数 １９８ １８５ １８１ １７１ １６２
（単位：か所）

実施状況の評価と今後の課題（改善点については期限を示す。）
児童ふれあい交流促進事業は市町村合併等により若干の減少傾向にあるが、中・高校

生等と乳幼児がふれあう機会を持つことは、中・高校生等の健全育成を図るとともに、
将来の子育ての貴重な予備体験となり、また、育児不安を原因とする虐待の予防にも資
する効果があり、有効であると評価できる。また、本事業は、地域で子育て支援活動を
展開するＮＰＯ法人等に事業を委託することで、地域の実情に応じたきめ細かいサービ
スを提供しており、効率的であると評価できる。なお、予算事業数については、事業実
績数を反映し減少としているが、上記理由により、事業実績数を増加させて行くことが
必要である。

５．評価結果の分類
１ 施策目標に係る指標の目標達成率

指標１ 目標達成率 １０６％
指標２ 目標達成率 －％

（目標達成率を算定できない場合、その理由）
指標２については、達成水準が「前年度比増加／平成２１年度」となっているため。
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２ 評価結果の政策への反映の方向性
ⅰ 施策目標の終了・廃止を検討（該当する場合に○）
ⅱ 施策目標を継続（該当する場合に次のいずれか１つに○）
（イ）施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討
（ロ）見直しを行わず引き続き実施
（ハ）施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討
ⅲ 機構・定員要求を検討（該当する場合に○）

（理由）
放課後児童クラブについては「新待機児童ゼロ作戦」等を踏まえ、その目標達成に必

要なクラブ数の運営費の確保や整備費単価の大幅な増など、これまでも予算の拡充等を
行ってきたところであり、引き続き、放課後児童クラブの登録児童数の増加等に必要な
ソフト面及びハード面での支援措置を図ることとしている。

３ 施策目標等に係る指標の見直し（該当するものすべてに○）
（施策目標に係る指標）

ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（個別目標に係る指標）
ⅰ 指標の変更を検討
ⅱ 達成水準又は達成時期の見直しを検討

（理由）

６．特記事項
①国会による決議等（総理答弁及び附帯決議等含む。）の該当

（１）有・無
（２）具体的記載

②骨太の方針・各種計画等政府決定等の該当
（※安心プラン・新雇用戦略等当省重要政策含む。）
（１）有・無
（２）具体的内容

・少子化社会対策要綱（平成１６年６月４日閣議決定）
・「子ども・子育て応援プラン」（平成１６年２月２４日少子化社会対策会議

決定）
・新しい少子化対策について（平成１８年６月２０日少子化社会対策会議決定）
・「放課後子どもプラン」（平成１９年度）
・「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（平成１９年１２月少子化社会対

策会議決定）
・「新待機児童ゼロ作戦」（平成２０年２月２７日）
・「社会保障の機能強化のための緊急対策～５つの安心プラン」（平成２０年

７月２９日）
・社会保障国民会議最終報告（平成２０年１１月４日）
・経済財政改革の基本方針２００９（平成２１年６月２３日）

③審議会の指摘
（１）有・無
（２）具体的内容

社会保障審議会少子化対策特別部会（平成２１年２月２４日第１次報告）

④研究会の有無
（１）有・無
（２）研究会において具体的に指摘された主な内容

⑤総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の該当
（１）有・無
（２）具体的状況
平成１９年度重要対象分野として、「子育てサービス」が選定され、具体的な答申課

題及びそれに対する対応箇所は下記の通り。
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Ⅲ 子育て支援サービス
３（２）放課後子どもプラン

「放課後子どもプラン」においては、放課後児童クラブと放課後子ども教室両施策
の一体的運用・連携により全小学校区での実施が目指されている。

しかしながら、放課後児童クラブについては、例えば共働き家庭へのサービスにつ
いてみた場合、①保育所から放課後児童クラブへの移行時において、また、②放課後
児童クラブのサービス対象がおおむね10歳未満となっていることから、小学校４年
生になった以降において、継続就業を希望する保護者のニーズがあるものの、サービ
スを受けることが困難となっている可能性がある。

また、厚生労働省では設置実績を示すにとどまっている。
今後、厚生労働省は、継続就業を希望する保護者のニーズを把握するとともに、両

省は、両施策のサービス供給量及びその内容がこれに的確に対応しているかどうかを
連携して検証することが求められる。

→本評価書３ページ（波線部分が該当）

⑥会計検査院による指摘
（１）有・無
（２）具体的内容

⑦その他 特になし

７．本評価書に関連する他の実績評価書
該当なし


